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The Review of Agricultural Economics 

系統農協の加工事業に関する流通機能論的分析

杉村泰彦・宮入 隆・飯 i畢理一郎

The analysis on the primary processing business 
ofthe agricultural cooperative. 

Yasuhiko Sugimura， Takashi Miyairi， Riichiro Iizawa 

summary 

Recently， processed food such as cut vegetable is paid attention in vegetable distribution. This is 

because more and more people eat vegetables at restaurants etc. VI巴getablegrowing areas are trying to 

increase their profit through value-added products 

In this paper， change in vegetable distribution was analyzed in view of change in a distributional 

function. 

As an example， we took up processing business of agricultural cooperatives. 

Conclusions are as follows. 

1. The reason vegetable growing areas began primary processing is that there is an increasing 

problem of garbage in city areas and a movement in the food industry to cut production costs. 

2. The vegetable growing areas have to bear the burden of primary processing， but it is uncer-

tain whether or not they can earn further profit by doing so， because they are not Channel cap-

tains. 

3. In order for the growing areas to earn more moneぁtheyshould not only do primary process-

ing but also equip other new functions， such as full assortment ofvegetables， etc. 

1.はじめに

現在の農産物市場では，最終消費者の購買形態

が「生食」から加工品へと変化しているといわれ

る。このような「食の外部化J傾向は，1970年代
から急激に強まり，不況下の今日においても中食

を中心として拡大を続けている(註1)。従来は

「生食」用として原体で流通し(註2)，家庭で

の調理が必須であった野菜類においても，この傾

向は顕著に現れている。それは，家庭用仕向けが

逓減する中での，カット野菜の需給拡大に端的に

示されている。もともとは外食産業などの業務用

需要を中心としていたカット野菜であるが，今日

ではその市場は末端消費者への直接販売にまで大

きく拡大している。

他方，供給側である産地は「総自由化体制」の
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下で，単に野菜作を導入するだけでは確実な所得

向上へと結びつかない状況にある。そのことを背

景に，多くの野菜産地が加工需要に直接的ないし

間接的な高付加価値化を見出している。近年の

「産地振興計画」には，必ずといって良いほど加

工仕向けを意識した記述が見られる。

このように，需要サイドの変化を要因とし，供

給サイドがそれに応えることで，野菜加工は着実

に需給を拡大させている。フードシステム論の鳴

矢である高橋正郎は，消費者の野菜消費行動の変

化を踏まえ，加工食品，調理食品や外食の増加が，

生産と消費の聞に「食品製造業，惣菜産業，食品

流通業，外食産業といった多くのビジネスを介

在」させるようになったことで，これまでの「生

食」を中心とした野菜流通システムが構造的に変

化しているとまで指摘している(註3)。このこ
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とが，産地の販売チャネルを変化させることは当

然だが，より重要なのは，この構造的変化が流通

機能の分担関係を変更することを意味しているこ

とである。つまり，上記の変化により，各流通主

体(註4)が従前の販売チャネルには存在しな

かった加工という流通機能を直接的に担当，ある

いは間接的にそれに関与することとなったのであ

る。

ところで，流通機能の分担関係は様々な環境要

因の変化や革新的企業行動の出現により変更され

るが，その結果として再編成される新たな分担関

係は，新たな流通システムの構造を決定する。流

通論的観点では， 1有効な競争により，流通主体

問で効率的な機能の編成が達成されるとき，流通

システムは全体として望ましい状態に到達J(註
5)するはずで、あるが，果たして野菜流通におけ

る流通機能の担い手変更は生産サイドに何をもた

らしたのであろうか。上記の通り，野菜産地側も

流通機能の追加的確保を積極化しているが，実際

に機能を保持した主体にはいかなる課題が残され

ているのであろうか。

本稿では，野菜加工の市場拡大に伴う流通機能

の移転，つまり流通加工を担当することが産地に

とっていかなる意味があるのかを検討する。その

ための事例として，経済連の野菜加工事業である

ホクレン石狩野菜センターを対象とし，加工機能

の保有を前提に対需要サイド，対生産サイドとど

のような関係を構築し，いかなる役割を果たして

いるのかを明らかにする。

2.野菜加工における分業と流通機能の移転

1 )業務用カット野菜における流通主体の分業

化

野菜流通における加工については，依然として

事実の発見が重要な段階にあり，必ずしも豊富な

研究蓄積が存在するわけではない。

野菜の流通過程において，何らかの商品形態の

変化を施す「加工」は，パックや結束といった相

対的に程度の低いものから，カットやそれを伴う

冷凍，液状化など，施設による処理を前提とする

加工，さらには調理食品の製造など最終消費形態

に近い状態に高度な加工をするものまで幅が広い。

ただし，いずれのケースでも流通加工を行う主体

にとっては， 1川上Jとの関係は常に原材料の調
達となる。そこで本稿では，その程度にかかわら

ず，これらを加工野菜流通の範囲に一括して分析

する。

さて，このような野菜流通の中間段階における

加工業の存在を考える上で， i青野 [4Jの研究は

きわめて重要である。この研究は，業務用野菜涜

通の一形態としてのカット野菜に着目し，特に外

食産業との関係においてその実態を明らかにした。

さらに，それを踏まえ，業務用食品卸売業として

の対応の方向性について考察している。フードシ

ステム論に基づいて展開される同論文では，市販

用食品と業務用食品の加工野菜の流通チャネルを

整理し，業務用のカット野菜について IJlI上jお

よび「川下jとの主体間関係の現状を明らかにし

ている。

それによれば，カット野菜業者は，一方の「川

下」との関係においては，外食産業における調理

現場の省力化ニーズに応えることで発展してきた

とし，今日では衛生管理の確保というニーズがこ

れに加わるとしている。他方， 1川上」との関係

'については，近年のカット野菜企業の特徴として，

原料調達において下処理業者からの仕入のウェイ

トが高まっていることを指摘している。つまり，

カット野菜企業は，かつては自ら下処理を行って

いたが，今日では下処理済みの原料を仕入れ，

カット野菜へと最終的な加工を行っているのであ

る。
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このような業務用野菜流通における分業化の論

理について， i青野は大きく二つの段階に分けて説

明している。つまり，第 I段階ではかつて飲食屈

の厨房作業であった野菜のカッテイングが外部化

され，第2段階では分業化したカット野菜業者が，

さらに原料仕入の段階で下処理を行う業者と分業

したのである。そして，この分業化の直接的要因

は，第lに生ごみ処理コストの軽減と，第2に歩

留まり計算が容易となる利点があるためと指摘し，

その背景には外食産業による人件費削減の動きが

あるとしている(註6)。清野によれば， 1こうし

た外食産業における野菜調達をめぐる分業化は，

わが国の飲食業者が外食企業への産業化の道を歩

んだことに伴い， 1川下」企業の効率化を背景と

し，原料仕入から下ごしらえの各工程を専門企業
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-業者がそれぞれ，その分業を担当しているもの

として捉えることができるJ(註7)のである。
この研究は，業務用野菜流通における分業化の

実態を明らかにした上で，その背景を詳細かつ論

理的に説明している点できわめて重要である。し

かし，業務用野菜流通において明らかにされた構

造変化は，単に主体聞の分業化ということだけで

はなく，流通主体聞で流通機能の分化と統合が生

じていることを示している。特に，その変化が相

対的に産業化が進展した「川下j企業の効率化を

背景としている点で，産地側にとってきわめて重

要な意味をもっ。なぜなら，そこには機能の移転

をめぐる従属関係が生じうるからである。した

がって，これを産地における市場対応の問題とし

て捉える場合には，流通機能の分化と統合という

側面からの分析が不可欠であろう。

2 )野菜流通における機能移転

流通機能の把握については20世紀初頭から多く

の研究者が取り組んでおり，その結果，最も一般

的となっているのが，表lに示したF.E.ク

ラークの分類に基づく機能表である。ここでいう

流通機能とは，流通過程で行われる活動を整理し

たものである。また，これらの流通機能は分割可

能であり，かつ流通主体聞で担当する機能の移転

が可能である。そして，そのような流通機能の移

転によって，流通システムは再編成される。ただ

い重要なのは，野菜流通におけるいわゆる「中

抜きj現象に象徴されるように，流通主体を省略

することは可能で、あるが，流通機能そのものは省

略することができないことである。したがって，

ある流通主体が流通過程に存在しなくなった場合，

流通過程にある諸主体のうちのいずれかがその機

能を担当し遂行しなければならない(註8)0 

さて，本稿でもこの分類を踏まえ，各流通主体

における流通活動を総合したものを流通機能とし

て捉える。前記の通り，流通主体聞における流通

表1 流通機能の分類表

活動の分担関係は，環境要因によって規定されて

いる。野菜流通の場合には，高橋が指摘している

ように「食生活の変化」に伴う「食の外部化」に

よってこれが変更された。言い換えれば，野菜の

生産と消費において，加工(調理)の大部分を消

費者が担当していたのは，それが固有の機能で

あったからではなく，あくまでそれが最も合理的

となる特定の条件下に野菜の生産と消費が存在し

ていたからであり， I生食」から野菜加工への変

化とは，この分担関係が変更されたということに

他ならない。

ところで，このような流通機能の分担関係は，

機能代置論として把握が試みられてきた。機能代

置は垂直的にも水平的にも発生するが，このうち

垂直方向の機能代置の方法としては，第 lにある

流通主体の機能の一部または全部を流通過程の前

方の別の主体に転嫁するケースと，第2に逆に後

方の主体に転嫁するケースがある。矢作は前者を

「前方機能代置」とし，後者を「後方機能代置j

とした(註9)。このような現象はあらゆる商品

の流通において日常的に見られるものであるが，

重要なのは，ある主体から機能が分化したという

ことは，新たな主体が形成されたか，またはその

流通過程に存在する別の主体において機能が統合

されたということを意味している点である。した

がって，機能を統合した主体はその商品価値に占

める構成比も上昇することとなり，利潤の配分も

それに応じて増加しなければならない。

流通論の解釈では，産地による野菜加工事業と

は，生産サイドが流通機能を統合することであり，

それによって「有利販売Jつまり利潤の増大を図
ろうとする行動であるということができる O

3.ホクレン石狩野菜センターにおける一次加工

の現状

1 )施設の概要

本稿で事例分析するホクレン石狩野菜センター

交換機能 [購買(集荷) ②販売(需要創造)

物流機能③輸送 e保管 ⑤流通加工

補助機能 ⑥金融 G危険負担 ③市場情報 @標準化

資料木立 [1J p.27.および矢作 [6J p.28を参考にした。

251 



北海道大学農経論叢 第60号

(以下，石狩野菜センター)は，都市部でも農村

部でもない，石狩湾新i巷に近い流通団地に位置し

ている。この施設はパック野菜やカット野菜など

需要が拡大していた加工品の供給能力を向上させ

る目的でホクレンが設置し， 1992年から稼働を開

始している。主たる業務は，野菜のパッケージン

グとカット野菜製造である。約11，300坪の敷地内

には，パッケージ部門棟と並んで一次加工部門棟

があり，原料貯蔵庫の収容能力は前者に関連した

ものが合計で3，604.5トン，後者が70.8トンと

なっている。保有機械・設備については，その構

成がここの業務内容をよく示しているため特に表

2に示した。

ここでの流通加工のうち，パッケージングは比

較的低レベルの加工であり，カット野菜について

もコンシューマー・パックとして直接消費者に向

けて販売するものではない。したがって，カット

野菜製造企業から見れば，石狩野菜センターは

「下処理」段階に位置付く。実際，ここで製造さ

れるカット野菜は，加工原料として他の製造企業

へと販売されている(註10)。本稿ではこれを一

次加工段階ととらえ，その施設である石狩野菜セ

ンターを一次加工施設とする。

2 )販売経路と特徴

石狩野菜センターの取扱高は約16億円であり，

表2 石狩野菜センターが保有する機械設備

部門作業工程 保有設備 処 理

計 量トラックスケール 秤量30t

ムk

目E カ

ノf 馬鈴薯選別機

ツ|選 別 玉ねぎ選別機

人参洗浄選別機ケ

25t/日

25t/日

1仇/日

自動計量包装機x3 1200パック/時間/台
ン l包 装横ピロー自動包装機

シュリンクパッカー 900パック/時間

部門作業工程ライン名 保有設備

馬鈴薯ライン

玉ねぎライン

馬鈴薯ライン

機浄洗、ン-フブンJ什l-フ、つノ

ン

ぽ

J

q

V

」

-
フ
・

物

参

葉

人
刊
日荷料原

原料ホッパー，ブラシ洗浄機

原料供給コンベア

前処理薬物ライン

原料ホッパー，スリッター

カッターピーラー，砥石ピーラーx2， 
トリミングコンベアx2

供給コンベア， トリミング台X4

人参・ごぼうライン 供給コンベア， トリミング台x3，完全自動皮剥機
次| 玉ねぎライン 自動玉ねぎヘタ切り機，トリミングコンベア

馬鈴薯ライン 一次殺菌洗浄機，さいの目カッター，調整台，

二次殺菌洗浄槽，冷水洗浄槽

葉物ライン

力日

加工

人参・ごぼうライン 一次殺菌洗浄機，短冊カッターx2， 

一次殺菌洗浄機，フードスライサーx2，調整台，

二次殺菌洗浄機，冷水洗浄機，脱水機X2

工| 玉ねぎライン

フードスライサー，さいの目カッター，調整台，

二次殺菌洗浄槽，冷水脱水槽，脱水機

むき玉殺菌洗浄機，冷水洗浄機，調整台，

フードスライサーX2

充填・包装ライン コンテナ供給コンベアー，ベルト式真空包装機，

ノズル式真空包装機

ピッキング共通ライン 金属検出機

資料:ホクレン石狩野菜センター資料
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そのうち野菜パッケージングが約10億円，カット

野菜が6億円となっている(註11)。数量ベース

では，パッケージング:カットの比率が過去5年

間は概ね2: 8となっている。品目別には，最も

多いのがたまねぎ，次にばれいしょとなっており，

全体では30品目前後となっているものの，図 1の

通り，この2品目だけで全体の約7割にも達して

いる。このような品目構成が北海道の野菜作付動

向に強〈規定されたものであることは当然だが，

近年は需要側の意向により品目数は増加傾向にあ

る。

図2は石狩野菜センターの販売チャネルを示し

ている。パック野菜については，約5割が道外の

総合量販庖(以下では， GMS)グループI社へ

の販売，残りは同じI社の道内地区本部，道内の

生協およびホクレン直営庖となっており，一部は

札幌市中央卸売市場にも出荷されている。また，

カット野菜については，約5割が大手コンビニエ

ンスストアの北海道地区弁当納入業者への販売と

なっている。残りは外食産業，冷凍野菜製造メー

カー 2社への販売であり，さらに一部は道外の外

食チェーンへと仕向けられているo

取引は，いずれの販売先についてもスポット的

な販売ではなし特にカット野菜については原則

1年間を単位とした長期契約取引となっている。

契約は作付前に行われるが，ここでの契約は大ま

9，000 

8，000 

7，000 

6，000 

5，000 
:3 “ 
4，000 

3，000 

2，000 

園

かな取引数量，品質ランクなどを取り決める程度

であって，具体的な発注はパック野菜が1週間，

カット野菜については月間に区切って行われてい

る。

販売先からの発注では，取引数量と品質ランク

について指定されるが，品質に対する要求は，

パック野菜とカット野菜では大幅に異なっている。

パック野菜については，主として GMSにおいて

直接消費者へと販売されるため，秀品など高品質

野菜が使用される。さらに， 1社のプライベー卜

.ブランドの独自基準に基づく滅農薬野菜など，

高付加価値商品のパッケージングも行われている。

これに対し，カット野菜の場合は，品質の指定は

あるものの，現在のところ産地指定の要請はない。

むしろカット野菜では，複数産地の原料が混合さ

れていることが前提であり，そこで重視されるの

は味覚や鮮度など品質面の均質性である。

価格についてもカット野菜は比較的安定してお

り，ユーザー企業が大規模であればあるほど安定

度は高くなる。たまねぎ，ばれいしょはその典型

であり， r道内産の供給が主となる期間jと「道
外産が中心となる期間Jなどといった大まかな価

格設定で契約し，時期によってはコスト割れを来

しつつも，石狩野菜センターの利益は年間を通じ

て確保される仕組みとなっている。これに対し，

パック野菜の価格は週決めであり，基本的に素材

1，000 

関闘悶園園醐 阻園
>(>4- _，-，Y _，}Jβ ♂ Z~'J. ..... '¥iJ 鼎，.-J 少が i戸 i0 JJ ぷ^'~ .>¥Iよ
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，~I 十九

図1 石狩野菜センターにおける品目問の処理量 (2000年)

資料:石狩野菜センター業務資料。
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石狩野菜センターの販売チャネル

資料.ヒアリングによる。

図2

を支所を通じて各単協に提示し，それに対応でき

る単協がホクレンと契約を結ぶ。そして野菜自体

は，直接，契約した産地から石狩野菜センターへ

と適時出荷されてくるのである。

さて，石狩野菜センターの原料調達方式におけ

る特徴として，次の点が指摘できる。

第lに，産地から買い付けられている野菜は，

パッケージング仕向けは上位等級であるが，カッ

ト野菜原料については下位等級を使用している点

である。現在の野菜流通では，依然として品質的

に高位のものを生食向けとして市場出荷すること

が通例となっている。そこで，産地にとっての課

題は，それ以外の下位等級の商品をどのように有

利販売するかということとなっている。石狩野菜

センターは，前記のようなカット野菜の特質を踏

まえ，産地の課題を実需に結びつける存在となっ

ている。

さらに第2に，カット野菜原料については，原

則的に無洗浄で，かつ無選別でも受け入れること

が可能である。品質については前述の通りだが，

規格など形状についても生産者にとって都合の良

い契約となっているのである。ただし，内的品質

の均質化とは異なり，原料の形状が不一致である

ことは野菜のカッテイング工程において問題を生

じさせる。一般的に産地では野菜加工を規格外品

の仕向先と捉えているが，現実的には，特にカッ

の販売であるため，青果物市況の影響を強く受け

る。しかも，ユーザーである GMS等は野菜販売

をめぐり激しい価格競争を展開しており，納入価

格についての要求はきわめて厳しい。カット野菜

と異なりパック野菜では，価格条件で合意できな

い場合， GMS等は他の青果卸売業者に発注を振

り替えるため，結果としてパッケージングを行う

企業問で価格競争に陥らざるを得ない。そのため，

年間取引額についても，カット野菜が概ね安定し

ているのに対し，パック野菜は年度ごとに大きく

変化している。
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3 )原料調達における特徴

石狩野菜センターの原料調達は，当然，道内農

協からの出荷品が中心となり，それがおよそ8割

を占めている。残りの約2割は，第 lに端境期で

道内から調達できなケース，第2に小ロットで，

後述する産地との契約生産に適さないケースであ

り，札幌市中央卸売市場を経由して確保されてい

る。

石狩野菜センターにおける産地からの原料調達

は，すべて買い付けによって行われる。前述の通

り，石狩野菜センターとユーザー企業は長期的な

取引関係を結んでおり，その際に確定する大枠の

受注内容に基づいて，対応可能な産地を探索する

のである。具体的には受注内容に基づく契約条件
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ティング工程は機械処理が原則であるため，生食

向けと同等以上の高度な規格化，つまり形状の統

ーが要請される。なぜなら，それが野菜のカッ

テイング工程における効率的操業の条件となるか

らである。ところが，石狩野菜センターでは，そ

のような規格の指定がなく，産地の選果段階では

上位等級品を市場出荷仕向けとして，その残りを

同センターに出荷する。したがって，搬入時の荷

姿も市場出荷用の段ボールとは異なり，様々な規

格が混入したコンテナなどが中心である。そのよ

うな集荷方式とすることで，一つに産地の課題で

ある下位等級品や規格外品の販路を確保するとと

もに，二つに産地の選果労働の軽減も図っている

のである。

ただし，第3に，一方で産地の利益を優先させ

る対応が，他方では負担となることも事実である。

前掲表2で示した機械設備のうち，選別機や洗浄

機はパッケージングやカッテイングに必要という

⑤ 
③ 
② 
④ 
④ 

物 ;荒

機能移動の要因

1 悶理過程における
人件費削減および
作業性向よ
Z 加工残さの処理問題
3 食品衛生の確保

物 流

の

の

よりは，このような対応のために必要となってい

る機器である O また，石狩野菜センターでは様々

な規格の野菜を同じラインでカッテイングできる

機器を導入しているが，同業他社のそれと比べて

生産性は低く止まらざるを得ないのである。

4 )流通機能移転に関する考察

石狩野菜センターが担当する流通加工機能は，

その設立とともに新たに生じたものではなく，他

主体からの機能移転である。図3では，石狩野菜

センターを中心とした機能分化と統合の関係を示

した。一方のパッケージング野菜については，小

売段階の業態変化に伴い新たに発生した包装であ

り，新業態であるスーパー・マーケット(以下，

SM)のセルフ・サービス方式を中心とした販売

形態において合理的な包装である。 SMとともに

生じたパッケージングだが，その外部化は比較的

早くから進展しており，卸売市場経由の流通にお

方 向

方 向 〉
図3 流通加工機能の移動
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いても従来から仲卸業者を中心にこれへ対応して

いる。このようなパッケージングのタ十部化，つま

り機能移転はユーザーである SMおよびGMSの

コスト削減，特に人件費の圧縮を最大の要因とし

て展開している。

他方，カット野菜流通における機能移転は，前

述の通り，背景に「食の外部化」という環境変化

が存在している。最初の機能移転は，野菜消費に

おける家庭内調理の役割の縮小と分化であり，そ

れが流通活動として流通過程で行われるようなっ

たことである。同図の通り，家庭内調理の一部は

流通加工となり，加工食品製造業および外食・中

食産業へと移転統合された。次に，これらの食品

関連産業からさらに一部の機能が分化し，後方機

能代置されている。この要因としては，次の3点

が考えられる。第 lには，パック野菜と同様に，

調理過程ないし製造過程における人件費削減によ

るコスト圧縮である。原体である素材からの調理

では，下処理の労働力が必要不可欠となるが、こ

こを外部化することで，外食であれば厨房作業を

大幅に軽減することが可能である。また，食品製

造業においても下処理工程の人員を削減できると

ともに，一定の形状に統ーされた原料を使用する

ことで効率的操業を確保できるのである。第2に

は，原体からの調理ではっきものである加工残さ，

つまり生ごみの発生を回避する目的がある。この

背景として，事業系生ごみの処理は既に有料化さ

れており，その排出自体がコストとなることが指

摘できる(註12)。また，近年は社会全体があら

ゆる企業に対してご、みの排出削減を要請しており，

これに対応できる企業が高く評価される傾向があ

る。そこで，企業イメージを向上させたい食品製

造業者は，生ごみ処理についてきわめて敏感に

なっている。前記の通り，野菜加工において生ご

みの発生を回避することは不可能あるものの，生

ごみを排出する作業工程自体を別の流通主体へと

移転させることは可能である。そこに，石狩野菜

センターの一次加工が成立しているのである。さ

らに，食品加工は一定の衛生管理が確保された環

境で行わなければならないが，このことも下処理

を後方機能代置させる要因となる。なぜなら，衛

生管理の確保も，土が付着した原体から扱う場合

と，生菌数も把握されている下処理済み原料を扱
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う場合とではその難易度が異なるからである。

ところで，野菜消費における「食の外部化」の

動きは，生産サイドに加工需要への対応を要請す

るものに他ならない。これに産地が個別的に対応

することは，それぞれにとって著しい負担の増大

となる。その点で，石狩野菜センターは各産地の

共同利用機関としての性格を帯びている。つまり，

産地に対して共通的に要請されているパッケージ

ングおよび一次加工を，専門的な流通機関を共同

で設置することにより中間段階で受け止め，直接

的に産地段階へと機能移転が及ぶことを回避して

いるのである。さらに，各産地は選別や選果など

個々に行っている流通活動の一部を分化し，それ

を統合させていた。

このように，石狩野菜センターは，需要側に対

しては販売形態の変化によって生じたパッケージ

ングとともに，作業効率が悪い一次加工の受け皿

としての役割を果たし，供給側に対してはそれら

の流通活動が産地段階の負担となることを回避す

る役割とともに，既存の流通活動を前方機能代置

する対象としても機能しているのである。加工需

要への対応を無視することはできない今円の野菜

流通では，産地にとってこのような流通機関の存

在はきわめて重要である。

4.まとめ

今日，産地マーケテイングとしても加工需要へ

の対応が重視されている。本稿では，このような

野菜加工市場の拡大について，部分的ではあるが

流通機能の移動という側面からその意味を分析し

た。

これらの流通活動を包含する流通加工機能とは，

本来は最終的な商品形態の決定という意味をもち，

より最終消費に近い流通主体によって行われるの

が原則である。ところが，今日の野菜流通では，

いくつかの要因によりこれが後方へと機能移転さ

れる傾向がある。また，パッケージングについて

は，小売段階の中心的販売形態において合理性を

追求するものであるにもかかわらず，これもまた

後方機能代置する傾向がある。ここで生じている

一連の流通活動は物的流通に関する機能の一部で

はあるが，きわめて生産的な活動であり，しかも，

前掲表2で示したように，相当な設備投資を伴う
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ものである。したがって，重要なのは，機能統合

によって負担する流通機能が増加するのであれば，

それに見合った利潤の分配が行われなければなら

ないという点である。

この点について，現在の野菜流通は大きな問題

を抱えている。それは，機能の分化と統合がどの

ようになされようとも，価格決定において重要な

位置付けにあるチャネル・キャプテンは常に小売

段階の中心である大手SMないし GMSとなって

いることである。今日，石狩野菜センターがユー

ザー企業から要求されていることは，第 Iに低価

格化であり，第2に供給原料の差別化，つまり高

級化である。前述の通り，現実的にも，パック野

菜については他の業者への発注の振り替えがしば

しば発生している。石狩野菜センターは前方から

も後方からも機能を統合したものの，ユーザー企

業からは依然として低価格化と高級化を同時に厳

しく要請されているのである。石狩野菜センター

における機能統合が，直接的に有利販売につな

がっているとは必ずしも言い得ないのは，取引の

主導権を保持していない，つまりチャネル・キャ

プテンではないからということに{也ならない。

冒頭でも触れたように，野菜の加工需要は産地

における有利販売の手段としても高い関心が寄せ

られている。しかし，重要なのは，それによって

販路が確保できるかどうかではなく，新たな機能

の負担が干IJ益配分の増加に結びつく見込みがある

かどうか，であろう。したがって，野菜産地には

需要のあり方を踏まえた「市場対応」が求められ

ているのは事実ではあるが，安直な「市場対応」

で加工事業を取り込み，需要側の要求に応え続け

ることは，単に需要先を確保するためだけにより

多くの流通機能を負担しなければならない，とい

う流通構造を生み出しかねない側面ももっている

のである。したがって，産地の加工事業を有利販

売とするためには，流通機能の統合にとどまらず，

それと同時に流通経路上で他の主体に対して対抗

する地位を獲得する方策をも必要とするのである。

本稿で事例とした石狩野菜センターは，チャネ

ルで主導的地位にある i"l下」からの強力な機能

移転の要求に対し，産地が流通機関を共同的に設

置することで機能を集中させ，需要サイドの要求

が個々の産地に突きつけられるのを回避している
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点できわめて優れた対応であるといえよう。ただ

し，産地の共同利用機関であるが故に，産地の課

題の解消をも求められており，流通機能だけでは

なく矛盾の集中という側面も持ち合わせていた。

石狩野菜センターにとって，それは共同利用機関

としての存立意義とも関わり，今後も保持する以

外の選択肢はない。しかし，前掲図 1に表れた品

目の極端な偏りについては，必ずしも必然的では

なく，流通主体として主体的な対応が可能である

と考えられる。確かに，現状の取扱品目構成は安

定供給できる絶対的品Bを持つ「強み」としてと

らえることもできる。だが， j青野も指摘している

ように，今後の業務用食品卸売業者は全般的に食

材のフルライン供給へと展開することが考えられ

(註13)，そうだとすれば，ばれいしょとたまね

ぎに偏った現在の品目構成は「弱み」ともなりか

ねない。北海道の野菜生産自体は多様な品目を抱

えていることから，今後は現在の役割を保持しつ

つ，積極的に品揃え構成の充実化を図るといった

マーケテイングを展開することが望まれる。

註

(註 1)美土路[2 J pp.105-106. 

(註2)一般的なケース単位での流通を指す。原料形

態と表記される場合もあり，その場合にはカット

野菜等を製品形態として対置する。小田 [3J p.144. 

(註3)高橋 [5J p.28. 

(註4)流通論では流通機関とするのが通常であるが，

本稿では産地の対応として分析するため，流通主

体と表記している。

(註5)矢作の整理による。矢作 [6J pp.146-147. 

(註6)i青野 [4J p.86.。なお，外食産業の野菜調達

における製品歩傍まりの問題は，小田 [3Jにお
いて詳細に分析されている。

(註7)清野 [4Jp.87. 

(註8)端的に言えば，近年，生産者マーケティング

の新たな手段として注目されている直売所は，流

通過程における主体としては生産者と消費者しか

存在しないが，流通機能を省略できるわけではな

いので，そのすべてをこの2者によって分担して

いる流通形態であると言える。

(註9)機能代置論の整理は，矢作 [6J pp.147-150. 

(註10)ユーザー企業では必ず加熱処理される。石狩

野菜センターのカット野菜は加熱を経ずにi向'費者

にi度ることはない。一般的に，カット野菜とはサ
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ラダやカットフルーツを指すことが多いが，ここ

ではそれとは異なる用途に仕向けられている。

(註11)ヒアリングによる。価格および数量データは

非公開扱いとなっているため，記載できない。な

お，石狩野菜センターに関するこれ以降の記述は，

すべてヒアリングに基づく。ヒアリングは2001年

12月，2003年11月に行っている。

(註12)産業廃棄物としての処理には，1kg当たり20円

前後の費用が必要となる。

(註13)清野 [4]，pp.87-88. 
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